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今年にかけて、中国で事業を展開する企業経営者に一撃を与える法律が制定・施行された。 「中華人民共和国労働契約法」 （以下、「労働契約法」と略記）がそれである。同法は、満一〇年の勤続年数 もしくは二回目の契約更新を以って、無期限の雇用契約を締結すること、解雇にあたっ は然るべき額の補償金を支払うこと等を雇用者に義務付けるものであった。その立法過程においては、労務コストの上昇 案ずる内外の企業や業界団体から強い反対が寄せられ 。二〇〇六年三月に全国人民代表大会（全人代）常務委員会弁公庁より草案が公表されるや、中国日本商会 上海米国商業会議所、ＥＵ商業会議所なども、全人代に対し申し立てを行った。しかし、大幅な内容の変更がなされることなく、同法 本年一月より施行されるに至
　「労働契約法」ばかりではない。労働法
制の基本法であ 「中華人民共和国労働法」（一九九五年一月）の空文化が指摘される







下にあって、 「国家と企業の主人公」と称された労働者は、労働選択 自由と引き換えに、終身雇用と手厚い福利厚生を享受していた。しかし、中国全体がグローバルな市場競争の波に飲みこまれ ゆくにしたが







働者（中国ではこれを「農民工」 、 「外来（労務）工」等と呼称する。本稿では以下 農民工」と表記する）の置かれた状況である。単純技能労働力の供給過剰状況の中 「世界の工場」を担う農民工は常に弱者の立場に立たされることになった。
　今日、都市で働く農民工は一億人以上に
達するが、建設現場や工場等で長時間過酷な労働に従事しても、賃金は当地の最低賃金を下回るほどしかもらえないのが現実である。国家統計局が二〇〇四年に実施した調査によると、農民工の一週間あたり 平均就業日数は六 ・四日、一日の労働時間平均九 ・四時間、平均年収はわずかに六四七一元で った。また、賃金の遅配も深刻であり、農民工に対する賃金の未払い総額は、二〇〇四年だけで三三六億元に達した。加えて、農民工の多くは、長らく社会保険の対象外とされ、二〇〇五年の調査でも、基本養老保険 基本医療保険、 災保険への加入率はそれぞれ一三 ・八％、一〇 ・ 〇％、一二 ・ 九％にすぎなかった（参考文献⑤、一一六～一一九ページ） 。労使関係において圧倒的優勢にある企業側の圧力の下、多くの農民工は、危険な業務に従事し、怪我や職業病を患っても労災認定を
受けられず、泣き寝入りを余儀なくされている。中国の労働組合にあたる工会についても、農民工の加入は、中国工会第一四回全国代表大会（二〇〇三年九月）の決定を待つまで、認められていなかった。
　中国政府は近年になって、 「農民の都市






規模で展開されるようになった。二〇〇六年、各地の労働紛争仲裁委員会の受理した紛争案件（労働紛争については、①企業内に任意で設置された労働紛争調停委員会による調停→②各地の労働紛争仲裁委員会による調停あるいは裁決→③人民法院での法的裁決という三段階の解決・処理方法が制度化されている）は三一万七一六二件と、一九九六年の六 ・六倍に増加した。また、仲裁委員会に って解決が図られ 案件に
ついても、調停によって妥結に至った割合は五二 ・ 〇％から三三 ・ 六％に減少し、妥結を見ないまま裁決に至るケー スが二七 ・ 五％から四五 ・ 五％に増加した（参考文献③、五一五～五一六ペ ジ） 。さら 、当事者が仲裁委員会の裁決を不服として訴訟を起こす事案も急増し いる。一九九四年、当事者が仲裁委員会の 決を不服として起こした訴訟はわずかに六七八件 同年の仲裁委員会による解決 案総数の三 ・八％に過ぎなかったが、二〇〇三年なると、全国各級人民法院で受理した労働紛争案件は一三万七七六七件となった（参考文献④、二八六ページ） 。訴訟の結末についてみても、一審判決を不服として控訴する比率は、他の民事事件 比して高い。このように、これまで職場内で内々に解決が図られていた労働紛争は 社会の基層から県レベル、市レベルへと紛争の舞台 拡大させつつ、公然と激しく展開されるようになったのである。
　加えて、労働紛争に端を発した労働争議
















































契約法」の制定 せよ 投資環境を損なう恐れのある中央政府の動きは、地方の激しい抵抗を伴ってきた。一部の地方の党・政府は、投資が離れるのを恐れ、賃金の遅配、法定規則を超える残業、労災の多発といった状況を認識しな らも、労働基準を厳格化したり、工会の自立的活動を活性化させたりすることに 総じて消極的である。権益侵害に遭った労働者が、当地の労働紛争仲裁委員会や法院に訴えを起こして 地元政府の干渉 より受理されない、政府働部門、企業経営者、病院が結託 労災
認定に必要な証明書を発行してくれないといったケースもしばしば報じられてきた。
　労働者の権益保障をつうじた社会の安定
と、投資環境の整備をどのように両立させてゆくか。地方政府はジレンマの只中にある。 「労働契約法」実施細則の制定と運用の行方を見守りたい。
（こじま 　かずこ／筑波大学人文社会科学研究科講師）
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